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①技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話

⑤規制との対話

③研究基盤の提供②技術開発支援 ④人材育成

民間の創意工夫を活かした
原子力イノベーションの創出

原子力イノベーションの創出に関する検討の視点

 昨年１２月５日の本小委員会での議論も踏まえ、原子力のイノベーションの創出に関する
検討にあたっての主な視点を以下のとおり整理。
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【①国による技術開発の方向性の提示、ステークホルダーとの対話】
• イノベーションによって解決を目指す課題について、課題を類型化して具体的な議論に結び付けるべき。
• ユーザーのニーズをしっかり掘り下げた上で、具体的なイノベーションの方策を方向づけていくべき。
• 企業が個々で取り組むのではなく、人材や知見を共有、共同化して取り組むという体制作りが必要。
• 原子力はカーボンフリー水素の供給ソースとして非常に有望。水素社会実現のコア技術としても原子力を位置づけるべき。

【②技術開発支援】
• 米国の例にならい、技術開発の段階に応じた支援のあり方を考えるべき。
• 既存の実用炉や、常陽、高温ガス炉といった試験炉についても、新たなイノベーションが必要。

【③研究基盤の提供】
• 民間企業を主体とするのであれば、イノベーションは民間企業自身が模索するものであって、政府はそのためのインフラ整備に徹底するべき。
• 効果的にインフラの統合や合理化に取り組むことが、廃炉も含めてこれから原子力を持続的に使っていく上では不可欠。

【④人材育成】
• 若手人材に、原子力は技術的に面白い分野の１つの選択肢であることを示すことが重要。
• ＳＭＲ、次世代炉だけではなくて、既存の炉の活用技術の発展も重要であり、革新的技術の発展に必要な技術、人材につなげていく連
続性の視点が重要。

• 英米仏などの原子力先進国や大学・研究機関と連携して、人材を確保・育成することが不可欠。

【⑤規制との対話】
• 産業として健全な発展をさせていく産業政策的な視点と、安全性の不断の向上をさせていく規制的な視点が、歯車の両輪としてコーディネーショ
ンすることが重要であり、そのためには省庁間の連携が不可欠。

• 規制だけでは安全性が担保されないからこそ、民間が努力し、安全性が確保されるという発想につながっていくためにも、規制側、開発する側の
双方が変わっていく、学んでいく姿勢が必要。

• 炉型や出力等を考慮しつつ、社会通念に照らして必要な安全性の合理的な確保を目指す規制とすべき。

昨年12/5の原子力小委における委員からの主な御指摘

 前ページに提示した、イノベーション創出のための視点に基づき、委員からいただいた意
見を分類。
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①技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話

 あらゆる選択肢を追求する「野心的な複線シナリオ」

 科学的レビューメカニズムを通じ、相対的な重点度合いや開発目標を柔軟に修正・決定

原子力 ＝ 実用段階にある脱炭素化の選択肢

 東京電力福島第一原子力発電所事故を経験した我が国としては、安全を最優先し、経済的に自立し
脱炭素化した再生可能エネルギーの拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減する。

 社会的信頼の回復に向け、人材・技術・産業基盤の強化に直ちに着手し、安全性・経済性・機動性に優れた
炉の追求、バックエンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく

 3E+Sの原則の下、2030年エネルギーミックスの確実な実現を目指す

原子力 ＝ 長期的なエネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源

 いかなる事情よりも安全性を全てに優先し、原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に
適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める。

 原発依存度を可能限り低減させる方針の下、確保していく規模を見極めて策定した2030年のエネルギー
ミックスにおける電源構成比率の実現を目指し、必要な対応を着実に進める。

2050年：エネルギー転換への挑戦

2030年：エネルギーミックスの実現

＜第５次エネルギー基本計画における原子力の扱い（全体像）＞
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①技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話
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＜第５次エネルギー基本計画における原子力の扱い（技術開発関連）＞

• 現状、実用段階にある脱炭素化の選択肢である原子力に関しては、世界的に見て、一部に脱原発の
動きがある一方で、エネルギー情勢の変化に対応して、安全性・経済性・機動性の更なる向上への取組
が始まっている。

• 人材・技術・産業基盤の強化に直ちに着手し、安全性・経済性・機動性に優れた炉の追及、バックエ
ンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく。

• 軽水炉技術の向上を始めとして、国内外の原子力利用を取り巻く環境変化に対応し、その技術課題
の解決のために積極的に取り組む必要がある。その際、安全性・信頼性・効率性の一層の向上に加え
て、再生可能エネルギーとの共存、水素製造や熱利用といった多様な社会的要請の高まりも見据えた
原子力関連技術のイノベーションを促進するという観点が重要。

• 水素製造を含めた多様な産業利用が見込まれ、固有の安全性を有する高温ガス炉など、安全性の高
度化に貢献する技術開発を、海外市場の動向を見据えつつ国際協力の下で推進する。

• 原子力利用の安全性・信頼性・効率性を抜本的に高める新技術等の開発を進める。

• 人材育成や研究開発等に必要な試験研究炉の整備を含め、産学官の垣根を超えた人材・技術・産
業基盤の強化を進める。

• 小型モジュール炉や溶融塩炉を含む革新的な原子炉開発を進める米国や欧州の取組も踏まえつつ、
国は長期的な開発ビジョンを掲げ、民間は創意工夫や知恵を活かしながら、多様な技術間競争と国
内外の市場による選択を行うなど、戦略的柔軟性を確保して進める。



①技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話
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 原子力の直面する課題解決のためには、関係省庁や開発主体であるメーカーのみならず、
ユーザー等の視点が不可欠。

＜原子力の直面する課題と取り入れるべき視点＞

〇ベンダー（開発メーカー） 〇電力会社 〇金融機関、
〇エネルギーユーザー（個人・産業界（電力、水素、熱関連）） 等
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①技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話

＜参考：各国における原子力の課題解決のための取組＞

金属燃料により固有の安全性を
有する小型高速炉

 金属燃料ナトリウム冷却高速炉

 技術的成熟度が高いナトリウム冷却高速
炉について、建設費等投資リスクを抑制
し、柔軟性・機動性に優れるモジュール
設計を採用。



＜軽水炉の安全性向上のための技術開発＞

＜多様な社会的要請も見据えたイノベーションの促進＞

■安全性向上技術開発予算：30.2億円（平成31年度）

■革新的技術開発予算：6.5億円（平成31年度・新規）

②技術開発支援

 軽水炉の安全性向上のための技術開発、高速炉の研究開発、バックエンド関係の技術開発支
援に加えて、今年度より、民間企業が有する創意工夫を活かしたイノベーションを促進する
ための予算事業を実施。

＜バックエンド問題の解決に向けた取組＞

■高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する技術開発予算：38.4億円（平成31年度）

■放射性廃棄物の減容化に向けたガラス固化に関する研究予算：7.0億円（平成31年度）

7

＜高速炉の研究開発＞

■高速炉の国際協力に関する技術開発予算：41.5億円（平成31年度）

…東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、軽水炉の一層の安全性・信頼性の向上に資する
技術開発を実施。

…国際協力も活用し、高速炉の安全性強化に資する研究開発等を実施。

…使用済燃料問題の解決に向けた取組に資する研究開発等を実施。

…解決が期待される社会的な課題を提示し、それを満たす原子力技術について、産業界等からの提案を
広く公募。提案技術についての実現可能性調査（FS）を実施。



②技術開発支援

 シビアアクシデント時に発生する大量の
水素を、迅速に処理し、格納容器の過圧
やそれに伴う放射性物質の放出、建屋へ
の水素漏えいを防止する水素処理システ
ムの開発を行う。

 水素処理剤の基礎データの取得や、処理
システムの評価等を行う。

シビアアクシデント時の水素処理システムの開発

■軽水炉の安全性向上に資する技術開発事業：30.2億円（平成31年度）

安全性向上に資する新型燃料の既存軽水炉への導入
に向けた技術基盤整備

 冷却水喪失等の過酷条件下でも損傷しに
くい、新しい材料を用いた燃料部材の導
入を目指し、材料の特性や設計・製造す
るために必要となる技術基盤を整備する。

 具体的には、新しい燃料部材に対して、
既存軽水炉に装荷した場合の影響評価、
部材材料の基礎的なデータ取得、製造や
品質管理のための技術開発等を行う。

4回圧延+精整

2回圧延まで

1 m

9ｘ9
被覆管

10ｘ10
被覆管

BWR用改良ステンレス鋼燃料に係る技術基盤整備
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【参考】原子力分野の技術開発のこれまでの取組事例①

反応管：
水素処理材
(金属酸化物)
を充填水素処理システム概略図



②技術開発支援

 受動的炉停止機構は炉心の温度上昇に
よって、制御棒を保持している電磁石の
磁力が失われることにより、制御棒が自
動で降下し、炉停止を行う安全設備。

 温度感知合金の適切な配置について、日
仏それぞれで試験を実施。

受動的炉停止機構の開発

■高速炉の国際協力に関する技術開発予算：41.5億円（平成31年度）

崩壊熱除去系の開発

 崩壊熱除去系は、原子炉停止後の崩壊熱
を除去する機能を有する重要な安全設備。

 日仏がそれぞれ培ってきた知見を統合し、
国内に高速炉を建設する場合の系統や機
器の設計に関する知見を獲得。

【参考】原子力分野の技術開発のこれまでの取組事例②

熱交換器

2次ナトリウム系

空気冷却器
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②技術開発支援

変動帯に位置する我が国の地質環境の長期安
定性を評価する上で重要な評価技術の高度化
を行う。

具体的には、火山、断層、隆起・侵食や深部流
体の性状把握手法の高度化（精度向上）を実
施。

原位置でのデータ取得 データに基づく小規模領域
のモデル化

大規模領域への拡大

調査・モデル化・解析の一連の手法を確立

地下環境で取得した実測値から、地質・水
理／水質を網羅的に再現可能なモデル化・
解析手法の検討を実施する。

具体的には、原位置におけるボーリング調
査、採水・分析、物質移行試験とその結果
のモデル化・解析を実施する。

地質環境長期安定性評価技術高度化開発 岩盤中地下水流動の評価技術の高度化

■高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業：38.4億円（平成31年度）

※人工バリアの機能の評価方法や、廃棄物の回収可能性、使用済燃料の直接処分等の代替処分方法に関する調査・研究などを実施。

【参考】原子力分野の技術開発のこれまでの取組事例③
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②技術開発支援

原子力の技術開発は長期に及ぶことに鑑み、技術の熟度や実用化目標時期、開発主体に応じ
たきめ細かい支援を行い、多様な可能性を追求することが必要。

同時に、基礎研究から実用化までの各ステージにおいて、ユーザー（電気事業者、金融、関
連業種等）の視点も取り入れた絞り込みを実施し、将来の実用化を見据えた効率的な開発を
進めることも重要。

徐々に技術を絞り込み、熟度に応じて支援の方向性をカテゴライズ

具体的な技術開発へ

作業項目の具体化
（重点支援）

作業項目の具体化
（長期的支援）

FSの継続

＜イノベーション創出のための技術開発の考え方＞
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②技術開発支援

 米国政府では、開発ステージに応じた補助率（開発初期ほど補助率は高いが、開発の進展に伴い、支
援規模は増大）を設定し、多様な技術間競争を実現。

市場投入

商用化目前

基盤研究・開発初期

基礎研究

・大学等が中心となり各分野で実施

・小・中規模の50～80%補助
× 数件

・大規模の50％補助 × 1,2件

・ サイト割当て、
ファイナンス支援

ARPA-E MEITNERプログラム

先進炉開発プロジェクト

FOAK炉実証準備プロジェクト

エネルギー技術においてハイリスク・
ハイリターンの革新的研究開発を進めるARPA-Eの手法を活用し、
安全性向上と建造・運転管理コスト低減を両立する革新炉設計を支
援。2018年6月には10件の事業を採択。

様々なSMRの設計や、既存炉の運転、
建設に関する革新的な技術開発を支援。

これまでに13件の事業を採択（補助率50～80％）。

 2020年代後半の実用化を目指した先進炉
の開発を支援。

 2018年11月にはNuScale、ホルテック
社SMR-160の事業を採択。

＜米国の取組例＞

【参考】米国における技術開発の進め方
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ＪＡＥＡのミッション：国内の技術基盤を維持・発展

民間企業による多様な技術開発を促進
◆原子力イノベーション創出に向けた平成３１年度予算事業を活用

→多様化する社会課題（安全性の向上、再エネとの共存、多目的利用(水素製造等）等）
に対応した様々な技術の可能性を追求。

①過去の知見・知財のデータベース化

●これまでに得られた知見・知財等を将来世代
がアクセス・利用できるように整備するとともに、
民間企業へ提供。

●DBの整備で明らかになった「知識の穴」を国
際的な協力も得つつ、埋めていく。（質の高
い知見・知財の整備）

③共通課題に向けた基盤整備 ④安全性・経済性向上に係る技術開発

②試験研究施設の整備

●自然循環による除熱や、炉心損傷事故
対策など高速炉の安全性を向上させる
技術開発

●経済性向上技術開発。

●炉型によらない課題に対応するための評価・
シミュレーションツール（熱流動を解析する
コード等）を整備。

●安全基準、構造・材料等の規格基準整備。

国際協力

基
盤
整
備
を
効
率
化

企
業
連
携

民間企業の開発促進

●民間企業の開発を支える研究施設を整備
するとともに、技術サポートも充実させ、質の
高い研究基盤を提供。

●優れた学術提案・実用化の見込みの高い開
発用途の利用に重点化。

拡充・充実化

etc.

●海外の原子力研究機
関との施設相互利用を
促進し、研究開発を効
果的・効率的に実施。

●多国間協力による基盤
的データの整備を進め、
協力枠組みの中での研
究開発の効率化を図る。

③研究基盤の提供
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＜具体的な研究基盤提供の考え方＞



安全性・経済性に優れる新たな原子力システムの実現

海外 大学 産業界

スピンオフ
多様な分野

新たな
科学的知見

経産省と文科省が
連携して支援

施設供用

ＤＢ・
シミュレーション

人材育成

イノベーション
・ハブ

HTTR JRR-3 NSRR
原子力分野に
限定しない、多様な
分野・セクターの
知見の取り入れ

・国際戦略
・知財・標準化戦略
・規制との対話
・社会への説明

を同時に検討

・・・・・・・・

 JAEAが持つ研究基盤の供用を通じ、「日本で唯一の原子力に関する総合的研究開発機関」
として、原子力イノベーションを下支え。

 他分野・他セクターとの対話・知見の取り入れの促進などにより、産業界・大学・海外を
繋ぐハブへ。

③研究基盤の提供

14

＜原子力イノベーションに向けた研究開発基盤のイメージ＞



③研究基盤の提供
【参考】エネルギー分野の研究開発の俯瞰図 出典：CRDS研究開発の俯瞰報告書 環境・エネルギー分野(2019年)[近日公開予定]
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延
日

数
（

日
）

利用年度

大震災の影響
により

利用実績無し

JRR-3不調TU制度

 JAEAが持つ試験研究炉「JRR-3」では、中性子の特性を生かした様々な非破壊検査・分析
などが可能であり、分野を問わず利用されてきた。大学利用のみならず民間企業の利用も
多く、震災直前には、延日数で年間300日超の利用がなされた。

 JRR-3運転再開後はこうした外部利用をより促進することに加え、他のJAEA施設において
も同様に外部利用を促進。

③研究基盤の提供

中性子ラジオグラフィ

エンジン内部のオイルの動き

協力：日産自動車株式会社

内部残留応力測定

配管溶接継手試験体の一部

協力：原子力安全システム研究所

JRR-3 における企業の
中性子ビーム利用の推移

中性子は軽元素との相互作用が強
く、水やオイルの動きを観察可能

中性子は透過性に優れ、表面から
数㎜～数十㎜の深さまで測定可能

※X線は数十㎛程度まで測定可能

JRR-3 における企業の
中性子ビーム利用例

TU（トライアルユース）制度：
成果公開、初回利用等の条件を満たすことで、
装置利用料や技術指導料が無料となる制度。

【参考】JAEAによる研究開発基盤供用の例
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○我が国及び原子力新規導入を予定しているアジアやア
フリカ諸国及び欧州原子力教育ネットワーク参加大学
の学生を対象として、ＴＶネットワークを活用した
「国際原子力基礎教育TVセミナー」を実施。受講料は
無料であり、社会人も含めて参加可能。

○上記に参加する国内の学生から選抜の上、国際原子力
機関（IAEA）などの海外の機関へ派遣、国際感覚の醸
成を図る。

④人材育成

17

○原子力分野の人材の育成・確保は、原子力分野を取り巻く
課題への対応を進める上で不可欠。人材の育成・確保を進
めるに当たっては、人材育成資源の効率的・効果的な活用
が重要。

○本事業では、産学官の関係機関が連携・協働しながら限ら
れた人材育成資源を有効に活用することで、効果的・効率
的に原子力分野の人材の育成・確保を図ることを目的とす
る。特に、

①大学や高等専門学校の理工系学科・専攻における原子力
関連教育のカリキュラムや講座の高度化・国際化、

②原子力施設や大型実験装置等を有する機関における高度
原子力教育の実施（施設の有効活用）

等の取組を支援、原子力分野の人材の育成・確保を進める。

＜現行の原子力人材育成事業：国際原子力人材育成イニシアティブ事業＞
平成31年度予算額 205百万円（平成30年度予算額 208百万円）

■期 間：３年～５年
■対象機関：大学、民間企業、独立行政法人 等
■補助額（H30公募）：初年度：2000万円程度、

次年度以降：前年度の交付額を超えない額

参考：グローバル原子力人材育成ネットワークによる戦略的原子力教育モデル事業 実施機関：東京工業大学

○このほか、革新的な技術開発を実施する「原子力システム研究開発事業」を実施。（平成31年度予算 1,212百万円）



④人材育成
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FS実施

プラン

修正・統合

拠点形成

拠点として

自立

○問題意識

 研究炉の運転再開が遅れていることや廃止措置施設の増加など、国内の原子力
研究・人材育成の基盤が脆弱化。国の事業も「薄く広く」配分している状況。

 原子力分野と他分野との交流が少ない、ステークホルダー間でも円滑な連携が
図られていない等の課題があり、イノベーション創出の弊害となっている恐れ。

○具体的な取組（案）

 原子力イノベーションの実現に向け、他組織・他分野との融合や国際交流を通じ
た人材育成を行う拠点形成プランを公募、フィージビリティースタディー（FS）
を実施。

 FSの結果を受け、産業界からの視点を踏まえつつ、プランの修正・統合を進める。
研究開発事業との連携を図りつつ、一定期間の資金供給により、原子力人材育成
の中核拠点の形成に着手。

 将来的に、自立的・持続的に人材育成・研究開発を推進する拠点の形成を目指す。

 国内の原子力研究・人材育成の基盤が脆弱化していることに鑑み、現在の「薄く広く」配
分する形から、リソースを集約し、原子力イノベーション実現に向けた国際的な研究開
発・人材育成拠点の形成を支援。

 優秀な若手の海外派遣促進や海外の原子力施設活用のサポート体制の強化、原子力施設・
設備の供用化促進と民間企業等外部利用の更なる促進に取り組む。

＜原子力イノベーションの実現に向けた人材育成施策の方向性＞



⑤規制との対話

 各国においても、イノベーションの促進に資する規制のあり方が重要な論点となっており、
今後の規制との対話のあり方について検討。

○米国の取組の特徴

政府(DOE)／国立研究所

・「原子力技術革新加速ゲートウェイ(GAIN)」
で競争的資金や国立研究所設備の利用権を
提供し、ベンチャー企業等の参画を促す。

・ アイダホ国立研究所が実証炉の建設サイト
を提供。

規制当局(NRC)

・ 申請前審査 (Pre-Application Review)
や設計認証制度により、早期段階から
ベンダーと協議を開始。

・「NRC Vision and Strategy」など革新
炉の規制制度構築に向けた戦略を提示。

民間の創意工夫を活かした革新炉開発
・各ベンダーが競争的に革新炉を開発。

DOE-NRC間でMOU締結、
情報共有等により協力

予見性の向上財政支援

○カナダの取組の特徴

推進当局（NRCan/CNL）

・資金支援
テレストリアル社に対し約5億円等

・立地支援
チョークリバーの研究所を建設地
提供等

規制当局（ＣＮＳＣ）

・許認可前設計審査の実施(3段階)
結果は非公式ではあるが、事務局意
見となるため、事業者の予見性確保
に貢献。

・技術者等の人事交流
・許認可前設計審査成果
（安全性等）の情報共有
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まとめ：原子力のイノベーション創出に向けた課題と取組の方向性

•民間による技術開発に
おいて、JAEAのリソース
の活用が十分でない

サイクルの推進

•関係者間や多分野と
の連携が不十分

•薄く広く様々な取組を
支援

プルバラの確保

•これまで画一的かつ硬
直的な支援を実施

使用済燃料対策 最終処分

•民間主体の開発の促
進のためには、規制との
対話が不可欠

廃炉

•国、開発主体、ユー
ザー等、各主体間での
連携が不十分

JAEAが産業界・大
学・海外等を繋ぐハ
ブの役割を果たし、
多様な技術開発に
設備・知見を提供。

原子力に限定しな
い多様な分野の知
見を取り入れ。

他組織・他分野と
の融合や国際協力
を通じて、人材育成
の拠点を形成。

育成プランの修正・
統合を進め、効果
的な人材育成を実
施。

技術の成熟度や開
発主体に応じた、き
め細かい支援策を
講じ、多様な技術
開発を推進する。

ユーザー（電気事
業者等）の視点も
取り入れた適切な
評価・絞り込みを実
施する。

今後の規制との対
話のあり方について
検討。

政府はエネルギー基
本計画等を通して、
原子力政策全体の
方向性を提示。

技術開発の方向性
や、ユーザー（電気
事業者等）のニー
ズなどの多様な認
識を、関係者間で
議論・共有し、認識
の共有化を図る。

①技術開発の方向性の共有
ステークホルダーとの対話

②技術開発支援 ③研究基盤の提供 ④人材育成 ⑤規制との対話

 開発に関与する主体が有機的に連携し、基礎研究から実用化に至るまで連続的にイノベーションを促進
していくことが必要 ⇒ NEXIP(Nuclear Energy × Innovation Promotion)イニシアチブ
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